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参加者の有無を確認する公募手続きに係る参加意思確認書の 

提出を求める公示 

 

令和８年 ２月 ３日 

近畿地方整備局長 

 齋藤 博之 

 

 

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 

 

１.  当該招請の主旨 

本件は、土木工事の積算にあたって使用する、月刊「建設物価」及び「Ｗｅｂ建設物価」、

季刊「土木コスト情報」（以下、「建設物価等」という。）に掲載している建設資材及び機械

賃料、市場価格等の電子データを購入するものである。 

国土交通省土木工事積算基準で設計単価は、物価資料（建設物価・積算資料）等を参

考とし入札時の市場価格を決定する事が定められており、新土木工事積算システムに

毎月最新の単価を反映させるためには、「建設物価等」の掲載内容と同じ価格の電子デ

ータを前月の２０日までに必要になる。 

このことから、本件の遂行にあたっては、技術的要件等を兼ね備えている特定の法人

を契約の相手方とする契約手続を行う予定としているが、当該特定の法人以外の者で、

下記の応募要件を満たし、本件の実施を希望する者の有無を確認する目的で、参加意

思確認書の提出を招請する公募を実施するものである。 

公募の結果、応募者がいない場合もしくは、下記４.の応募要件を満たすと認められる

者がいない場合にあっては、特定の法人との契約手続に移行する。 

なお、下記４.の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定の法人

と当該応募者に対して企画競争による企画提案書の提出を要請する予定である。 

 

２.  概要 

(1)件名   「建設物価」材料単価等電子データ購入 

(2)購入内容  ①「建設物価」材料単価データ １回/月 

②「建設物価」機械賃料等データ １回/月 

③システム環境設定データ １回/年 

(3)納入期間 令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

３.  目的  

本件は、建設物価等の情報より近畿地方整備局で利用している新土木工事積算シス

テムへ登録可能な状態の材料単価および機械賃料等の電子データを購入するものであ

る。 

また、歩掛の年度更新に対応するための環境設定データを購入するものである。 

 

４.  応募要件 

 (1)  基本的要件 
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①予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該

当しない者であること。 

②令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」又は

「役務の提供等」の近畿地域の競争参加資格を有する者であること。 

③近畿地方整備局長から指名停止を受けている期間中でないこと。 

④警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、

国土交通省が発注する業務等からの排除要請があり、当該状態が継続しているも

のでないこと。 

⑤会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申し立てがなされている者（「競争参加者の資格に関す

る公示」に基づく「会社更生法及び民事再生法開始に基づく更生手続の決定等を

受けた者の手続」を行った者を除く。）でないこと。 

⑥近畿地方整備局長から説明書の交付を直接受けた者であること。 

 (2)  承諾に関する要件 

本件にあたっては、（一財）建設物価調査会が唯一有すると認識している「建設 

物価等」の掲載単価データの提供を要するため、あらかじめ著作権を有する（一 

財）建設物価調査会に当該購入調達品の納入について書面による承諾を得るこ 

と。 

(3)  納入体制に関する要件 

「建設物価等」の材料単価及び機械賃料の電子データを、当該前月の２０日まで 

（例：５月号であれば４月２０日まで）に納入することが可能なこと。 

 

５.  手続等 

(1)  担当部局 

〒５４０－８５８６ 大阪府大阪市中央区大手前３－１－４１ 

大手前合同庁舎 ８階 

国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約課 購買第一係 

電話０６－６９４２－１１４１  E-mail kkr-ekimu-20@gxb.mlit.go.jp  

(2)  説明書の交付期間及び方法 

令和８年２月３日から令和８年２月１２日までの土曜日、日曜日、休日を除く毎日１０

時００分から１６時００分まで（説明書交付申請書（別紙）の提出期限は交付期間最終

日の１２時００分まで）。上記５. (1)に同じ。 

原則として電子メールにて交付を行う。 

       電子メールに説明書交付申請書（別紙）を添付し提出すること（着信を確認するこ

と）。 

       また、電子メールの件名に「「建設物価」材料単価等電子データ購入」を記載するこ

と。 

(3)  参加意思確認書の提出期限及び方法 

提出期限：令和８年２月１３日１２時００分 

提出場所：上記５．(1)に同じ。  

提出方法：原則として電子メール（件名に「「建設物価」材料単価等電子データ購

入」を記載すること、着信を確認すること。）により提出すること。 
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なお、押印を省略する場合は、｢本件責任者及び担当者｣の氏名及び連絡先を参加

意思確認書に記載すること。 

 

６.  その他 

(1)  手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 上記 5(1)に同じ。 

(3) 当該応募者に対して企画競争実施のための企画提案書の提出を要請する際の提

出予定期限：令和８年３月９日１６時００分 

(4) 令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」又は

「役務の提供等」の近畿地域の競争参加資格を有していない者も上記５.(3) により

参加意思確認書を提出することができるが、その者が企画提案書の提出者として選

定された場合に、企画提案書を提出するためには、企画提案書の提出期限の日に

おいて、当該資格の認定を受けていなければならない。 

(5) 詳細は説明書による。 
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別紙 

説明書交付申請書（兼：受領書） 

 

近畿地方整備局長 

 齋藤 博之      宛 

 

下記件名の説明書を交付願います。 

※資料の交付を申請する場合は、本紙を< kkr-ekimu-20@gxb.mlit.go.jp >までメールで 

 送付してください。 

 

 件   名：     「建設物価」材料単価等電子データ購入                   

 

  会 社 名：                                                     

 

  担当者氏名：                                                    

 

  電話番号：                                                      

 

 メールアドレス：                                                   

 

 

  ※メールにて交付資料を受領されましたら、 

 「その旨メールをご返信いただくか」または 

 「本紙に受領年月日を記入のうえメールでご返信ください」 

  

 

  受領年月日      令和    年    月    日                           

 

 


